
台東区

日中サービス支援型共同生活援助の有無

整備状況

検討中

9

－

整備時期

－

基幹相談支援
センター

委託相談
支援事業所数

指定一般相談
支援事業所数 指定特定相談

支援事業所数

指定障害児
相談支援
事業所数地域移行 地域定着

設置済

【設置年月】　平成20年3月

【運営方法】　直営

【組織図】　

【地域生活支援拠点等の整備状況】　

開設の有無 開設時期

なし －

【日中サービス支援型共同生活援助の有無】　

【相談支援体制の整備状況】　

4 6 5 12

【名称】　台東区障害者地域自立支援協議会

整備類型

個別支援会議

■理念
○障害のある人が豊かに暮らせる地域づくり

■設置の目的
○台東区に居住する障害児者が豊かに暮らすことのできる

地域づくりに関する定期的な協議を行うため

■構成メンバー
学識経験者、相談支援部会リーダー、就労部会リーダー、

くらしの部会リーダー、団体推薦者、ハローワーク職員、児童関係者、

障害福祉課職員、台東保健所職員 当事者等

台東区障害者地域自立支援協議会

検討内容の報告

状況把握・評価、地域の課題の検討、
ネットワークの構築、相談支援事業の中立・公平性の確保、

支援の難しい事例への助言 等

個別支援会議 個別支援会議

【専門部会】

○相談支援部会

○就労部会

○くらしの部会

■役割

区における障害者施策を総合的かつ計画的に推進、

台東区障害者福祉計画の策定

台東区障害者施策推進協議会

台東区障害者地域自立支援協議会の設置イメージ

リーダー会議

個別支援会議 個別支援会議
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（１）委員構成

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（２）活動内容

・専門部会活動報告
・障害福祉課・保健予防課報告（障害福祉計画の進捗状況・障害者虐待の状況報告・障害者差別解消
法の区の取組・障害者差別解消法の件数報告・台東区障害福祉計画の策定）

委員 松本　加代 台東区健康部参事（保健予防課長事務取扱）

委員 田渕　俊樹 台東区障害福祉課長

行政職員(区市町村)

行政職員(区市町村)

委員 倉田　まゆみ ハローワーク

委員 齋藤　美喜 松が谷福祉会館　こども療育室

雇用関係機関

行政職員(区市町村)

委員 中本　祐介 社会福祉法人　入所施設

委員 細野 紘子 ＮＰＯ法人　精神障害者地域生活支援センター

障害福祉サービス等事業者

相談支援事業者

委員 風間　祥光 ＮＰＯ法人　就労継続支援Ｂ型事業所

委員 金子　真紀 ＮＰＯ法人　就労継続支援Ｂ型事業所

障害福祉サービス等事業者

障害福祉サービス等事業者

委員 乙幡　恵美 ＮＰＯ法人　ヘルパー事業所

委員 桐木　愛香 NPO法人　相談支援センター

障害福祉サービス等事業者

相談支援事業者

委員 長岡　眞由 社会福祉法人　相談支援センター

委員 望月　淳 社会福祉法人　障害者就労支援室

相談支援事業者

雇用関係機関

委員長 赤塚　光子 台東区障害者施策推進協議会委員長

副委員長 坂本 信江 民間　障害当事者

学識経験者

障害当事者・家族・関係団体

委員名簿

役　職 氏　名 所　属 備　考

行政職員(都） 0 その他 0

合　計

種　別

14 　

雇用関係機関 2 企業 0

民生・児童委員 0 地域住民 0 行政職員(区市町村) 3

障害福祉サービス等事業者 4 社会福祉協議会 0 法曹関係者 0

障害当事者・家族・関係団体 1 身体・知的障害者相談員 0 相談支援事業者

教育関係機関 0

3

くらしの部会 12

就労部会 11

相談支援部会 11

部会名 回数

3

0 保健所 0

人　数 種　別 人　数

全体会の活動回数及び委員数 専門部会の活動回数及び委員数

【全体会及び専門部会の活動回数及び委員数】　

※「委員数」の（　　）：当事者の立場で委員に就任されている方の人数（再掲）

種　別

回数

　

委員数

（1）14

全体会 委員数

（0）7

10 （0）

11 （0）

学識経験者

種　別

【全体会の委員構成及び活動内容】　

人　数

1 医療関係者

−61−

台

東

区



（１）委員構成

（2）活動内容

0

0 0 0

1 8 1

2 0 9

その他

計

行政職員(区市町村)

行政職員(都）

民生・児童委員

地域住民

0 0 0

0 0 0

1 1 1

　 7 　 10 　

就労部会 相談支援部会 くらしの部会

0

1 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

2 0 0

1 0 0

0 0社会福祉協議会

法曹関係者

相談支援事業者

障害福祉サービス等事業者

11

　

0 0 0

0 0 0

くらしの部会
・地域課題の検討
・グループホーム連絡会検討
・講演会の開催

・地域課題の検討
・地域包括支援センターとの連絡会開催
・事例報告
・相談支援部会連絡会の開催
・講演会の開催

相談支援部会

部会名称 活動内容

就労部会
・就労継続支援Ｂ型事業所の受給者証更新時アセスメント
・就労継続支援Ｂ型事業所工賃向上について
・講演会の開催

【専門部会の委員構成及び活動内容】　

　　　　部　会

　　種　別

保健所

教育関係機関

学識経験者

医療関係者

0 0

0 0 0

0

障害当事者・家族・関係団体

身体・知的障害者相談員

雇用関係機関

企業
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部会名称 活動内容

就労部会
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【専門部会の委員構成及び活動内容】　

　　　　部　会

　　種　別

保健所

教育関係機関

学識経験者

医療関係者

0 0

0 0 0

0

障害当事者・家族・関係団体

身体・知的障害者相談員

雇用関係機関

企業

各部会で講演会を実施し、協議会委員及び部会員が出席している。

２　協議会としての役割

② 情報共有・情報発信

⑤ 地域課題の整理

⑥ 課題解決に向けての検討

③ 分野を越えてのネットワークの構築

法改正や施策についての情報共有をしている。

高齢福祉分野と情報共有し連携していく。

地域の課題を協議し、共通認識としている。今年度、利用者及び家族の高齢化の問題について検討してい
る。

障害福祉計画の策定に向け、課題の分析や解決方法などについて取り組んでいる。

計画担当より進捗情報を報告している。

⑦ 障害福祉計画等の進捗管理や調整

⑨ 構成員の資質向上・研修の場　

障害福祉サービスの内容検討、障害者実態調査の内容検討

【地域協議会の活動状況】　

１　協議会の協議事項

② 就労支援に関すること

④ 高齢者福祉サービスとの連携に関すること

⑧ 障害者差別解消法や条例、権利擁護に関すること

⑩ 障害福祉計画等に関すること

ネットワーク事業や工賃アップに関する検討

介護保険移行時の連携などの検討

コミュニケ―ション条例の検討について
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【発表内容】

【その後の実施状況】

４－２具体的な取組状況

実施中

利用者及び保護者の高齢化に対する援助内容などの検討を行っている。

４　平成30年度地域自立支援協議会交流会のグループ討議

４－１その後の実施状況

①私たちは〇〇区市町村に戻ったら、
まず〇〇をします。

②なぜなら、（①に決めた理由）
だからです。

課題を明確にし、「具体的な」というところを
強調して検討する。

具体的な解決方法を見つけるため。

⑫ ライフステージを通じた支援

利用者や家族の高齢化に対して相談員として対応できるよう、成年後見制度や民事信託などの講演会を実
施している。

介護保険への移行時のサービス調整について、連絡会を実施し各分野の情報を共有している。

利用者が緊急時に的確な対応ができるようなツールの検討をしている。

利用者の高齢化に対応するために、日中滞在型グループホームや通所事業の検討をしている。

３－１　協議会における地域課題

あがっている　　　　

３－２　地域課題の把握方法

② 全体会、専門部会、各種連絡会等

３－３　地域課題に対して取り組んだ、又は取り組んでいる内容

① 相談支援の質及び量　　　　

④ 高齢福祉分野との連携

⑥ 緊急・災害対応
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